
  

平成19年 3月期 個別中間財務諸表の概要 平成18年 11 月 7 日 

 

 
1. 18年9月中間期の業績(平成18年4月1日～平成18年9月30日) 
(1) 経営成績 （百万円未満切捨）
  売上高 営業利益 経常利益 

 
18年9月中間期 
17年9月中間期 

百万円 
 7,042 
 6,182 

％ 
13.9 
 7.7 

百万円 
  893 
  641 

％ 
  39.4 
 △1.6 

百万円 
  910 
  651 

％ 
 39.7 
△1.5 

18年3月期 12,820 ― 1,433   ― 1,455  ― 
 
  中間(当期)純利益 １株当たり中間(当期)純利益 

 
18年9月中間期 
17年9月中間期 

百万円 
563 
393 

％ 
43.1 
 1.8 

円 銭 
 109 17 
  73 41 

18年3月期 832 ―  145 73 
(注) ① 期中平均株式数 
  18年 9月中間期  5,160,680株  17年 9月中間期  5,361,248株  18年 3月期  5,319,410株 
 ② 会計処理の方法の変更 無 
 ③ 売上高、営業利益、経常利益、中間(当期)純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率 
 

(2) 財政状態                                      （百万円未満切捨） 

  総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産 

 
18年9月中間期 
17年9月中間期 

百万円 
6,815 
6,344 

百万円 
4,501 
4,167 

％ 
66.1 
65.7 

円 銭 
872 38 
777 46 

18年3月期 6,388 4,180 65.4 799 10 
(注) ① 期末発行済株式数 
  18年 9月中間期  5,160,550株  17年 9月中間期  5,361,040株  18年 3月期  5,160,730株 
 ② 期末自己株式数 
  18年 9月中間期    225,050株  17年 9月中間期     24,560株  18年 3月期    224,870株 
 

2. 19年3月期の業績予想(平成18年4月1日～平成19年3月31日) 

  売上高 経常利益 当期純利益 

通      期 
百万円 

14,237 
百万円 

1,748 
百万円 

1,042 
(参考) ① １株当たり予想当期純利益(通期)201円92銭 
 

3. 配当状況 
・現金配当 １株当たり配当金（円） 
 期末 年間 
18年３月期 35.00 35.00 
19年３月期（実績） ― 
19年３月期（予想） 40.00 

 
40.00 

 
※上記の予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報及び将来の業績に影響を与える不確実な要因に係る本資料発表日現
在における仮定を前提としています。実際の業績は、今後様々な要因によって大きく異なる結果となる可能性があります。業績
予想の前提となる仮定及び業績予想のご利用にあたっての注意事項等につきましては、添付資料の９ページを参照してください。 
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財務経理部長 
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齋藤 昭生  
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決算取締役会開催日 平成18年 11 月 7 日 配当支払開始日 平成－年－月－日 
単元株制度採用の有無 有(１単元100株)   
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【中間財務諸表等】 

中間貸借対照表 
（単位：千円未満切捨）

前中間会計期間末 

平成 17年 9月30日 

当中間会計期間末 

平成 18年 9月30日 

前事業年度の要約貸借対照表 

平成 18年 3月31日 
科 目 

注記 

番号 

金額 
構成比 

（％） 
金額 

構成比 

（％） 
金額 

構成比 

（％） 

（資産の部）           

Ⅰ流 動 資 産           

１現 金 及 び 預 金  2,001,502   2,068,950   1,977,402   

２受 取 手 形  2,466   3,650   3,530   

３売 掛 金  1,796,980   2,150,216   1,861,455   

４た な 卸 資 産  36,278   32,930   26,606   

５繰 延 税 金 資 産  143,475   178,797   142,559   

６そ の 他  96,607   131,103   88,193   

７貸 倒 引 当 金  △839   △1,400   △1,300   

流動資産合計   4,076,472 64.3  4,564,248 67.0  4,098,448 64.2 

Ⅱ固 定 資 産           

１有 形 固 定 資 産           

(1)建 物 ※1.2 241,941   235,736   235,080   

(2)器 具 及 び 備 品 ※1 259,494   253,462   254,915   

(3)土 地 ※2 834,272   830,772   830,772   

(4)そ の 他 ※1 3,624   6,167   6,557   

有形固定資産合計  1,339,333   1,326,139   1,327,325   

２無 形 固 定 資 産           

(1)ソ フ ト ウ ェ ア  196,742   244,345   246,692   

(2)電 話 加 入 権  10,968   10,968   10,968   

(3)そ の 他  48,637   17,792   17,725   

無形固定資産合計  256,348   273,106   275,386   

３投資その他の資産           

(1)投 資 有 価 証 券  146,934   218,965   175,940   

(2)関 係 会 社 株 式  238,237   238,237   238,237   

(3)敷 金 保 証 金  178,491   178,792   180,848   

(4)繰 延 税 金 資 産  75,667   ―   62,950   

(5)そ の 他  34,573   20,449   32,641   

(6)貸 倒 引 当 金  △1,987   △4,169   △3,631   

投資その他の資産合計  671,916   652,275   686,987   

固定資産合計   2,267,598 35.7  2,251,520 33.0  2,289,699 35.8 

Ⅲ繰 延 資 産   2 0.0  ― ―  ― ― 

資 産 合 計   6,344,073 100.0  6,815,768 100.0  6,388,148 100.0 
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（単位：千円未満切捨）

前中間会計期間末 

平成 17年 9月30日 

当中間会計期間末 

平成 18年 9月30日 

前事業年度の要約貸借対照表 

平成 18年 3月31日 
科 目 

注記 

番号 

金額 
構成比 

（％） 
金額 

構成比 

（％） 
金額 

構成比 

（％） 

（負債の部）           

Ⅰ流 動 負 債           

１短 期 借 入 金 ※2 20,000   20,000   20,000   

２１年以内償還予定の社債 ※2 100,000   ―   ―   

３未 払 金  976,286   1,096,836   1,055,405   

４未 払 法 人 税 等  305,415   382,443   382,086   

５賞 与 引 当 金  255,407   290,740   228,201   

６役員賞与引当金  ―   28,500   ―   

７そ の 他 ※4 236,884   393,614   242,061   

流動負債合計   1,893,993 29.9  2,212,135 32.5  1,927,754 30.2 

Ⅱ固 定 負 債           

１退職給付引当金  108,141   ―   94,907   

２役員退職慰労金引当金  173,260   ―   183,800   

３そ の 他  710   101,652   730   

固定負債合計   282,111 4.4  101,652 1.4  279,437 4.4 

負 債 合 計   2,176,104 34.3  2,313,788 33.9  2,207,191 34.6 

（資本の部）           

Ⅰ資 本 金   475,000 7.5  ― ―  475,000 7.4 

Ⅱ資 本 剰 余 金           

１資 本 準 備 金  489,480   ―   489,480   

２その他資本剰余金  185   ―   185   

資本剰余金合計   489,665 7.7  ― ―  489,665 7.7 

Ⅲ利 益 剰 余 金           

１利 益 準 備 金  63,500   ―   63,500   

２任 意 積 立 金  2,486,832   ―   2,486,832   

３中間(当期)未処分利益  634,735   ―   1,073,360   

利益剰余金合計   3,185,068 50.2  ― ―  3,623,692 56.7 

Ⅳその他有価証券評価差額金   52,261 0.8  ― ―  71,327 1.1 

Ⅴ自 己 株 式   △34,026 △0.5  ― ―  △478,728 △7.5 

資 本 合 計   4,167,968 65.7  ― ―  4,180,956 65.4 

負 債 及 び 資 本 合 計   6,344,073 100.0  ― ―  6,388,148 100.0 

（純資産の部）           

Ⅰ株 主 資 本           

１資 本 金   ― ―  475,000 7.0  ― ― 

２資 本 剰 余 金           

(1)資 本 準 備 金  ―   489,480   ―   

(2)その他資本剰余金  ―   185   ―   

資本剰余金合計   ― ―  489,665 7.2  ― ― 

３利 益 剰 余 金           

(1)利 益 準 備 金  ―   63,500   ―   

(2)その他利益剰余金           

特 別 償 却 準 備 金  ―   4,161   ―   

別 途 積 立 金  ―   3,060,000   ―   
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（単位：千円未満切捨）

前中間会計期間末 

平成 17年 9月30日 

当中間会計期間末 

平成 18年 9月30日 

前事業年度の要約貸借対照表 

平成 18年 3月31日 
科 目 

注記 

番号 

金額 
構成比 

（％） 
金額 

構成比 

（％） 
金額 

構成比 

（％） 

繰 越 利 益 剰 余 金  ―   821,793   ―   

利益剰余金合計   ― ―  3,949,455 57.9  ― ― 

４自 己 株 式   ― ―  △479,185 △7.0  ― ― 

株主資本合計   ― ―  4,434,935 65.1  ― ― 

Ⅱ評価・換算差額等           

１その他有価証券評価差額金   ―   67,044   ―  

評価・換算差額等合計   ― ―  67,044 1.0  ― ― 

純 資 産 合 計   ― ―  4,501,980 66.1  ― ― 

負 債 純 資 産 合 計   ― ―  6,815,768 100.0  ― ― 
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中間損益計算書 

（単位：千円未満切捨）

前中間会計期間 

自 平成 17年 4月 1日 

至 平成 17年 9月30日 

当中間会計期間 

自 平成 18年 4月 1日 

至 平成 18年 9月30日 

前事業年度の要約損益計算書 

自 平成 17年 4月 1日 

至 平成 18年 3月31日 科 目 
注記 

番号 

金額 
百分比 

（％） 
金額 

百分比 

（％） 
金額 

百分比 

（％） 

            

Ⅰ売 上 高   6,182,080 100.0  7,042,593 100.0  12,820,645 100.0 

Ⅱ売 上 原 価   4,708,443 76.2  5,194,606 73.8  9,690,249 75.6 

売 上 総 利 益   1,473,636 23.8  1,847,986 26.2  3,130,396 24.4 

Ⅲ販売費及び一般管理費   832,323 13.4  954,064 13.5  1,697,341 13.2 

営 業 利 益   641,313 10.4  893,922 12.7  1,433,054 11.2 

Ⅳ営 業 外 収 益           

１受 取 利 息  73   162   158   

２賃 貸 収 入  7,361   6,096   14,778   

３そ の 他  5,565 12,999 0.2 11,230 17,488 0.2 13,886 28,824 0.2 

Ⅴ営 業 外 費 用           

１支 払 利 息  160   73   220   

２社 債 利 息  1,247   ―   2,638   

３賃 貸 手 数 料 等  1,196   1,131   1,615   

４そ の 他  113 2,718 0.1 ― 1,204 0.0 1,667 6,141 0.0 

経 常 利 益   651,594 10.5  910,206 12.9  1,455,737 11.4 

Ⅵ特 別 利 益           

１確定拠出年金制度移行益  ―   94,907   ―   

２投資有価証券売却益  13,389   ―   13,389   

３貸倒引当金戻入益  156 13,545 0.3 762 95,669 1.4 ― 13,389 0.1 

Ⅶ特 別 損 失           

１役 員 退 職 慰 労 特 別 功 労 金  ―   33,302   ―   

２器具備品除却損  ―   2,771   2,599   

３建 物 除 却 損  ―   133   874   

４ソフトウェア除却損  ―   7,874   ―   

５そ の 他  ― ― ― ― 44,081 0.6 4,031 7,506 0.1 

税引前中間(当期)純利益   665,140 10.8  961,794 13.7  1,461,620 11.4 

法人税、住民税及び事業税  287,236   361,098   644,400   

法 人 税 等 調 整 額  △15,662 271,574 4.4 37,307 398,406 5.7 △14,969 629,430 4.9 

中間(当期)純利益   393,565 6.4  563,388 8.0  832,189 6.5 

前 期 繰 越 利 益   241,170      241,170  

中間(当期)未処分利益   634,735      1,073,360  
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中間株主資本等変動計算書 

当中間会計期間  自 平成 18年 4月 1日  至 平成 18年 9月30日 

（単位：千円未満切捨）

株主資本 
評価・換

算差額等 

資本剰余金 利益剰余金 

その他利益剰余金 
    

資本金 資本準備

金 

その他

資本剰

余金 

利益準

備金 
特別償却

準備金 
別途積立金 

繰越利益剰

余金 

自己株式 
株主資本合

計 

その他有

価証券評

価差額金 

純資産合

計 

平成18年３月31

日 残高 475,000 489,480 185 63,500 6,832 2,480,000 1,073,360 △478,728 4,109,629 71,327 4,180,956 

中間会計期間中

の変動額            

特別償却準備

金の取崩（注）     △2,670  2,670  ―  ― 

別途積立金の

積立（注）      580,000 △580,000  ―  ― 

剰余金の配当

（注）       △180,625  △180,625  △180,625 

役員賞与（注）       △57,000  △57,000  △57,000 

中間純利益       563,388  563,388  563,388 

自己株式の取

得        △456 △456  △456 

株主資本以外

の項目の中間

会計期間中の

変動額（純額）          △4,282 △4,282 

中間会計期間中

の変動額合計 ― ― ― ― △2,670 580,000 △251,566 △456 325,305 △4,282 321,023 

平成18年９月30

日 残高 475,000 489,480 185 63,500 4,161 3,060,000 821,793 △479,185 4,434,935 67,044 4,501,980 

（注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 
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中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

 

項目 
前中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１ 資産の評価基準及
び評価方法 

(1) 有価証券 
イ 子会社株式 

移動平均法による原
価法を採用しており
ます。 

(1) 有価証券 
イ 子会社株式 

同左 

(1) 有価証券 
イ 子会社株式 

同左 

 ロ その他有価証券 
時価のあるもの 

中間決算日の市場
価格等に基づく時
価法(評価差額は
全部資本直入法に
より処理し、売却
原価は移動平均法
により算定)を採
用しております。 

ロ その他有価証券 
時価のあるもの 
中間決算日の市場
価格等に基づく時
価法(評価差額は
全部純資産直入法
により処理し、売
却原価は移動平均
法により算定)を
採用しておりま
す。 

ロ その他有価証券 
時価のあるもの 
決算日の市場価格
等に基づく時価法
(評価差額は全部
資本直入法により
処理し、売却原価
は移動平均法によ
り算定)を採用し
ております。 

 時価のないもの 
移動平均法による
原価法を採用して
おります。 

時価のないもの 
同左 

時価のないもの 
同左 

 (2) たな卸資産 
貯蔵品 
最終仕入原価法によっ
ております。 

(2) たな卸資産 
貯蔵品 
同左 

(2) たな卸資産 
貯蔵品 
同左 

２ 固定資産の減価償
却の方法 

(1) 有形固定資産 
定率法を採用しており
ます。 
なお、耐用年数及び残
存価額については、法
人税法に規定する方法
と同一基準によってお
ります。 
ただし、平成10年４月
１日以降に取得した建
物(建物附属設備を除
く)については定額法
を採用しております。 
なお、平成10年４月１
日以降に取得した取得
価額10万円以上20万円
未満の資産については
３年間で均等償却する
方法を採用しておりま
す。 

(1) 有形固定資産 
同左 

(1) 有形固定資産 
同左 

 (2) 無形固定資産 
自社利用のソフトウェ
アは社内における利用
可能期間(５年)に基づ
く定額法を採用してお
ります。 

(2) 無形固定資産 
同左 

(2) 無形固定資産 
同左 

３ 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金 
債権の貸倒れによる損
失に備えるため、一般
債権については貸倒実
績率により、貸倒懸念
債権等特定の債権につ
いては個別に回収可能
性を勘案し、回収不能
見込額を計上しており
ます。 

(1) 貸倒引当金 
同左 

(1) 貸倒引当金 
同左 
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項目 
前中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

 (2) 賞与引当金 
従業員の賞与の支給に
備えるため、支給見込
額に基づき計上してお
ります。 

(2) 賞与引当金 
同左 

(2) 賞与引当金 
同左 

  ───── (3) 役員賞与引当金 

役員賞与の支給に備

えて、当事業年度に

おける支給見込額の

当中間会計期間負担

額を計上しておりま

す。 

 （会計方針の変更） 

当中間 会計期間よ

り、「役員賞与に関

する会計基準」（企

業会計基準第4号 平

成17年11月29日）を

適用しております。 

   これにより、営業利

益、経常利益及び税

引前中間純利益は、

それぞれ28,500千円

減少しております。 

───── 

 (4) 退職給付引当金 
従業員の退職給付に備
えるため、当事業年度
末における退職給付債
務及び年金資産の見込
額に基づき、当中間会
計期間末において発生
していると認められる
額を計上しておりま
す。 
数理計算上の差異につ
いては、各事業年度の
発生時における従業員
の平均残存勤務期間以
内の一定の年数(５年)
による定額法により按
分した額をそれぞれ発
生の翌事業年度から費
用処理することとして
おります。 

───── (4) 退職給付引当金 
従業員の退職給付に備
えるため、当期末にお
ける退職給付債務及び
年金資産の見込額に基
づき計上しておりま
す。 
数理計算上の差異につ
いては、各事業年度の
発生時における従業員
の平均残存勤務期間以
内の一定の年数(５年)
による定額法により按
分した額をそれぞれ発
生の翌事業年度から費
用処理することとして
おります。 

 (5) 役員退職慰労金引当金 
役員の退職慰労金の支
出に備えるため、内規
に基づく中間期末要支
給額を計上しておりま
す。 

───── (5) 役員退職慰労金引当金 
役員の退職慰労金の支
出に備えるため、内規
に基づく期末要支給額
を計上しております。 
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項目 
前中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

４ リース取引の処理
方法 

リース物件の所有権が借主
に移転すると認められるも
の以外のファイナンス・リ
ース取引については、通常
の賃貸借取引に係る方法に
準じた会計処理によってお
ります。 

同左 同左 

５ その他中間財務諸
表(財務諸表)作成
のための基本とな
る重要な事項 

消費税等の会計処理 
消費税及び地方消費税の処
理は税抜方式によっており
ます。 

消費税等の会計処理 
同左 

消費税等の会計処理 
同左 
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中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

 
前中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

――――― 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準） 

 当中間会計期間より、「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基

準」（企業会計基準第５号 平成17年

12月９日）及び「貸借対照表の純資産

の部の表示に関する会計基準等の適用

指針」（企業会計基準適用指針第８号

平成17年12月９日）を適用しておりま

す。 

 これまでの資本の部の合計に相当す

る金額は4,501,980千円であります。 

 なお、当中間会計期間における中間

貸借対照表の純資産の部については、

中間財務諸表等規則の改正に伴い、改

正後の中間財務諸表等規則により作成

しております。 

――――― 
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追加情報 

 
前中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

――――― 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

（役員退職慰労金の打ち切り支給につ

いて） 

 当社の役員退職慰労金引当金につい

ては、役員の退職慰労金の支給に備え

るため、内規に基づく要支給額が残高

となるよう計上しておりましたが、平

成18年６月29日開催の定時株主総会終

結の時をもって役員退職慰労金の打ち

切り支給が承認されました。打ち切り

支給に関する支払時期は各役員の退任

時であるため、役員退職慰労金引当金

残高93,254千円を全額取崩し、固定負

債の「その他」に計上しております。 

 

（退職金・年金制度の改定） 

 当社は、平成18年４月１日に適格年

金制度を廃止するとともに、確定拠出

年金制度及び前払退職金制度へ移行

し、「退職給付制度間の移行等に関す

る会計処理」（企業会計基準適用指針

第１号）を適用しております。 

 本移行に伴う影響額は特別利益に

94,907千円計上しております。 

――――― 
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注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

 
前中間会計期間末 
(平成17年９月30日) 

当中間会計期間末 
(平成18年９月30日) 

前事業年度末 
(平成18年３月31日) 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

857,242千円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

949,020千円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

922,867千円 

※２ 担保資産及び担保付債務 

担保に供している資産は次の

とおりであります。 

建物 205,786千円

土地 830,392千円

計 1,036,178千円
 

※２ 担保資産及び担保付債務 

担保に供している資産は次の

とおりであります。 

建物 199,035千円

土地 689,992千円

計 889,027千円
 

※２ 担保資産及び担保付債務 

担保に供している資産は次の

とおりであります。 

建物 200,551千円

土地 830,392千円

計 1,030,943千円
 

担保付債務は次のとおりであ

ります。 

短期借入金 20,000千円

１年以内 
償還予定の 
社債 

100,000千円

 

担保付債務は次のとおりであ

ります。 

短期借入金 20,000千円
 

担保付債務は次のとおりであ

ります。 

短期借入金 20,000千円
 

３ 偶発債務 

債務保証 

次の関係会社について、金融

機関からの借入に対し債務保

証を行っております。 

㈱コマーシャル 
サービスシステ 
ム・ジャパン 

170,000千円

エイジスビジネ
スサポート㈱ 

10,910千円
 

３ 偶発債務 

債務保証 

次の関係会社について、金融

機関からの借入に対し債務保

証を行っております。 

㈱コマーシャル 
サービスシステ 
ム・ジャパン 

50,000千円

エイジスビジネ
スサポート㈱ 

12,530千円
 

３ 偶発債務 

債務保証 

次の関係会社について、金融

機関からの借入に対し債務保

証を行っております。 

㈱コマーシャル 
サービスシステ 
ム・ジャパン 

200,000千円

エイジスビジネ
スサポート㈱ 

12,010千円
 

※４ 消費税等の取扱い 

仮払消費税等及び仮受消費税

等は相殺のうえ、流動負債の

その他に含めて表示しており

ます。 

※４ 消費税等の取扱い 

同左 

※４    ――――― 

 

(中間損益計算書関係) 

 
前中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

減価償却実施額 

有形固定資産 69,760千円

無形固定資産 26,113千円
 

減価償却実施額 

有形固定資産 82,047千円

無形固定資産 40,188千円
 

減価償却実施額 

有形固定資産 194,020千円

無形固定資産 63,452千円
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(中間株主資本等変動計算書関係) 

当中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

１ 自己株式に関する事項 

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末 

普通株式（株） 224,870 180 － 225,050 
 
  （変動事由の概要） 

  増加数の主な内訳は、次の通りであります。 

   単元未満株式の買取りによる増加 180 株 

  

 

 



― ― 46 

(リース取引関係) 

 
前中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引 

(1) リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び中間期末残高相当額 

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引 

(1) リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び中間期末残高相当額 

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引 

(1) リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び期末残高相当額 

器具及び備品 

取得価額 
相当額 

31,580千円

減価償却 
累計額相当額 

26,861千円

中間期末残高 
相当額 

4,719千円

 

器具及び備品 

取得価額 
相当額 

3,500千円

減価償却 
累計額相当額 

1,134千円

中間期末残高 
相当額 

2,365千円

 

器具及び備品 

取得価額 
相当額 

3,500千円

減価償却 
累計額相当額 

939千円

期末残高 
相当額 

2,560千円

 
(2) 未経過リース料中間期末残高

相当額 

１年内 2,526千円

１年超 2,493千円

合計 5,020千円
 

(2) 未経過リース料中間期末残高

相当額 

１年内 368千円

１年超 2,124千円

合計 2,493千円
 

(2) 未経過リース料期末残高相当

額 

１年内 361千円

１年超 2,310千円

合計 2,672千円
 

(3) 支払リース料、減価償却費相

当額及び支払利息相当額 

支払リース料 2,950千円

減価償却費 
相当額 

2,633千円

支払利息相当額 132千円
 

(3) 支払リース料、減価償却費相

当額及び支払利息相当額 

支払リース料 231千円

減価償却費 
相当額 

194千円

支払利息相当額 52千円
 

(3) 支払リース料、減価償却費相

当額及び支払利息相当額 

支払リース料 5,376千円

減価償却費 
相当額 

4,792千円

支払利息相当額 210千円
 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法に

よっております。 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(5) 利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の

取得価額相当額との差額を利

息相当額とし、各期への配分

方法については、利息法によ

っております。 

(5) 利息相当額の算定方法 

同左 

(5) 利息相当額の算定方法 

同左 

２ オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

１年内 43,274千円

１年超 27,358千円

合計 70,632千円
 

２ オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

１年内 20,784千円

１年超 11,983千円

合計 32,768千円
 

２ オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

１年内 30,380千円

１年超 17,225千円

合計 47,606千円
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(有価証券関係) 

前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業年度のいずれにおいても子会社株式及び関連会社株

式で時価のあるものはありません。 

 

(１株当たり情報) 

中間連結財務諸表を作成しておりますので、１株当たり情報は記載しておりません。 

 

(重要な後発事象) 

 
前中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

(自己株式の取得について) 
当社は、平成17年11月９日開催の取
締役会において、商法第211条ノ３
第１項第２号の規定に基づき、自己
株式の取得について次のように決議
し、平成17年11月10日付で手続きを
全て完了いたしました。 
平成17年11月９日開催の取締役会
における決議内容 
(1) 自己株式の取得を行う理由 
  定款の定めに従い、経営環

境の変化に対応した機動的
な資本政策を遂行するため
に、自己株式の取得を行
う。 

(2) 取得する株式の種類 
  当社普通株式 
(3) 取得する株式の総数 
  200,000株(上限) 
(4) 株式の取得価額の総額 
  407,000,000円(上限) 
(5) 取得の方法及び取得の時期 
  平成17年11月９日の普通株

式の終値2,035円で、平成
17年11月10日午前８時45分
の株式会社ジャスダック証
券取引所における自己株式
取得のための固定価格取引
として買付けの委託を行
う。(その他の取引制度や
取引時間への変更は行わな
い。)当該買付け注文は、
当該取引時間限りの注文と
する。 

平成17年11月10日の自己株式取得
の実施内容 
(1) 取得する株式の種類 
  当社普通株式 
(2) 取得する株式の総数 
  100,000株 
(3) 株式の取得価額 
  2,035円 
(4) 株式の取得価額の総額 
  203,500,000円 
(5) 取得の方法 
  株式会社ジャスダック証券

取引所の自己株式取得のた
めの固定価格取引による買
付けによる取得 

――――― 
 

 当社は、平成18年４月１日より確
定給付型である税制適格年金制度か
ら確定拠出年金制度に移行しており
ます。 
 本移行に伴う翌期に与える影響額
は、特別利益として94,907千円の見
込みであります。 

 




